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2010年難民動向分析 ―世界― 

 

1．概要 

2011年6月20日「世界難民の日」に、UNHCRは、2010年12月末までの難民動向を総括した『グローバルトレンド2010』

1を公表した。その概要では、2010年の時点で、全世界で4370万人が迫害または紛争のために避難を強いられでおり、こ

れは過去15年間の各年段階で最も多い数であった。そのうち1540万人が難民、2750万人が国内避難民、84万人が庇護申

請中であった。出身国は、アフガニスタン（3,054,700人）が最も多く、イラク（1,688,600人）、ソマリア（770,200人）が

続いた。特にソマリア出身者の増加は著しく、前年比14%の増加となった。 

他方、恒久的解決の面では、まず、自発的帰還（voluntary repatriation）者は197,600人で、過去20年間で最も少ない

人数となった。第三国定住（resettlement）者は98,800人で、前年と比べ13%減少した。また、「同一国籍者で1つの庇護

国に5年間以上滞在している状態」（‘protracted refugee situation’） の難民25,000人以上の規模にある事例でみると、その

人数は720万人に上った。これは2001年以降で最多であり、2010年では全難民数の29%を占めている。再定住者の出身国

ではミャンマー（ビルマ）（19,400人）が最多で、イラク（16,000人）、ブータン（14,800人）が続く。さらには、恒久的解

決において、避難国への帰化・統合（local integration）を除き、再定住の占める割合が、2006年から2008年までの10%台

から、2009年以降には30%台へと増加し、その水準が引き続き維持されている。 

また、全難民の5分の4が開発途上国に避難しており、同4分の3が近隣国に向けて避難していることも示された。 

 

2．庇護申請者の推移 

2010年の年間庇護申請・難民申請者数は、全世界で845,800人であった。同年の全世界における「難民認定率」（Refugee 

Recognition Rate: RRR）は30%で、補完的保護も含めた「全体認定率」（Total Recognition Rate: TRR）は39%であった。

前年はRRRが38%、TRRが47%であったことから、双方において相当減少したことになる。ただし、UNHCRによると、

減少がみられた原因はいくつかの国が報告書を提出しなかったことによるもので、実際にはもっと高い割合になる。先進

44ヵ国2に限ってみると、2010年にはこれら諸国への申請は358,800件と過去10年間で4番目に少ない数となった。この数

は前年と比べれば5%の減少にすぎないが、2001年と比較すると42%の減少。この傾向に関し、グテーレス高等弁務官は、

「出身国における難民発生要因が減ってきたのか、それとも、受け入れ側の庇護国における入国審査が厳格化しつつある

のか」について検討を要する3、と述べている。国別では、44ヵ国中、55,500件の庇護申請を受けた米国が最も多く、47,800

件のフランス、41,300件のドイツ、31,800件のスウェーデン、23,200件のカナダが続いた。 

出身地に目を向けると、庇護申請者全体の45%を占めるアジア出身者が最も多く、25%のアフリカ、19%の欧州、8%の

米州が続いた。国別では、28,900件のセルビア（コソボを含む）が最も多く、24,800件のアフガニスタン、21,600件の中

国、20,100件のイラク、18,900件のロシアが続いた。特筆されるべきは、セルビア（コソボを含む）出身の庇護申請者の急

増（前年比54%増）である。その背景には、EUによるセルビア（コソボを含む）に向けた査証の免除や、コソボ独立宣言に

関する国際司法裁判所の2010年7月22日勧告的意見4があった。申請を受けた国の側では、南欧8ヵ国での申請が33,600件

であり、前年と比べ33%減少した。 

 

3．北アフリカにおける大規模流出 

2010年末以降のチュニジアでの反政府デモを発端として、中東や北アフリカで民主化を求める動きが活発化し、この

「中東ドミノ」の混乱は、一部で戦車砲やロケット砲などによる砲撃を伴い、大規模な住民の避難を招いている。特に熾

烈な衝突と大規模な流出が起こったのはリビアであった。 

対リビア武力攻撃を容認した国連安保理決議1973号5では、「リビアにおける暴力からの避難を強いられた難民および

外国人労働者の苦難に対する懸念を再述し、難民および外国人労働者のニーズに取り組む近隣諸国、とりわけチュニジア

とエジプトの対応を歓迎し」、「その努力を支援すること」が「国際共同体に対し、呼びかけ」られた。また、安保理に

とってはその歴史上初めて、「保護する責任」（Responsibility to Protect）の考えに裏打ちされた文言が採用された6。

しかし先進各国は、リビアから避難した人々に向けて積極的に自国での保護を与えているわけではない。それどころか、

例えば、EUは、6月23･24日の首脳会合において、「真の重大事態においては」域内の港湾・陸上における旅券審査を復

活させることに合意した7。同協定の具体的な改定案は今後欧州委員会が策定し、今秋までに改定が実現する予定である

8。一時的保護メカニズム9も、2011年6月30日現在、発動されていない。リビアでは、政府軍側に外国人が傭兵として雇

用されているほか、エジプト、シリア、中国、トルコ、バングラデシュ等10、様々な国からの外国人が多く生活している。
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UNHCRとIOMは共同で、在リビア外国人の本国帰還を支援しており11、また、リビア出身者の周辺国への避難について

も支援している。リビア出身者の主な避難先国はチュニジア、エジプト、アルジェリア、スーダン、チャドなどで、避難

者数は2011年5月24日時点で、698,505人にのぼっている12。 

 

4．無国籍に関するUNHCRの取組み 

UNHCRは2001年以降、無国籍者と国際的保護に関する研究に取り組んでおり、2010年5月からは専門家会合を開催し

ている13。無国籍問題について規定した条約の批准国数が難民条約の半数にも満たない一方で、今なお相当数の無国籍者

が世界各国に点在しているとされる。特に、タイ、ネパール、ミャンマー（ビルマ）には多数の無国籍者がおり14、それ

以外にも中東や北アフリカにも国境の開放性や遊牧生活のために国家との紐帯が不明確である人が多数いることが知ら

れている15。 

第2回の専門家会合となる昨年12月の会合では、無国籍者と難民の地位についての関係上の主な論点の一つである、い

わゆる「帰還可能性」（Returnability）審査が難民該当性審査に先行するか、について議論された。すなわち、そもそも、

無国籍者が常居所国に帰国することができないとすれば、難民該当性審査へと進む必要もなくなるのではないか、という

問題である。コモン・ロー諸国では、実際に、申請者の帰還可能性を否定すると同時に、難民該当性審査へと進むことを

拒む判決16が登場した。新垣修教授によれば、少なくともニュージーランドにおいて、現在も「帰還可能性」審査の要否

について判例は固まっていない17。この論点が切実な問題となるのは、無国籍問題を扱う条約が難民条約31条に規定され

る処罰禁止原則を含んでいないこと等により、当人に保障される権利および利益の相違が生じ得るためである。同会合の

結論（要約）では、たとえ帰還可能性を審査するとしても、それは「難民申請が適正な検討により棄却された後に限り」

18行われるべきであることが言及された。                     
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